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別紙３ 

個 人 情 報 取 扱 特 記 事 項 
 

（基本的事項） 

第１ 乙は、個人情報保護の重要性を認識し､本業務を行うに当たっては、個人情報の保護に関

する法律（平成 15 年法律第 57 号）その他関係する法令等を遵守し、個人の権利利益を侵害す

ることのないよう個人情報を適正に取り扱わなければならない。 

（秘密の保持） 

第２ 乙は、本業務に関して知り得た個人情報をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に使用

してはならない。本協定の期間満了後、又は本協定の解除後においても同様とする。 

（従事者の監督） 

第３ 乙は､本業務に従事している者に対し､本業務に関して知り得た個人情報をみだりに他人

に知らせ、又は不当な目的に使用しないよう必要かつ適切な監督を行わなければならない。本

協定の期間満了後､又は本協定の解除後においても同様とする。 

（取得の制限） 

第４ 乙は、本業務を行うために個人情報を取得するときは、本業務の目的の範囲内で、適法か

つ公正な手段により取得しなければならない。 

（目的外の利用及び提供の制限） 

第５ 乙は、甲の指示又は承諾があるときを除き、本業務に関して知り得た個人情報を本業務の

目的以外の目的のために利用し、又は第三者に提供してはならない。 

（再委託の禁止） 

第６ 乙は､本業務を行うための個人情報を自ら取り扱うものとし、甲の承諾があるときを除き､

第三者に取り扱わせてはならない。 

（再委託等に当たっての留意事項） 

第７ 乙は、甲の承諾を得て本業務の一部を第三者に委託（二以上の段階にわたる委託をする場

合及び乙の子会社（会社法（平成 17 年法律第 86 号）第２条第１項第３号に規定する子会社を

いう。）に委託をする場合を含む。以下「再委託等」という。）する場合には、再委託等の相手

方に対し、甲及び乙と同様の安全管理措置を講じなければならないことを周知するとともに、

本協定に基づく個人情報の取扱いに関する一切の義務を遵守させるものとする。 

（再委託等に係る連帯責任） 

第８ 乙は、再委託等の相手方の行為について、再委託等の相手方と連帯してその責任を負うも

のとする。 

（再委託等の相手方に対する管理及び監督） 

第９ 乙は、再委託等をする場合には、再委託等をする業務における個人情報の適正な取扱いを

確保するため、再委託等の相手方に対し適切な管理及び監督をするとともに、甲から求められ

たときは、その管理及び監督の状況を報告しなければならない。 

（安全管理措置） 

第１０ 乙は、本業務に関して知り得た個人情報の漏えい、滅失又は毀損の防止その他の個人情

報の安全管理のために必要かつ適切な措置を講じなければならない。 

（作業場所以外での業務の禁止等） 

第１１ 乙は、本業務の作業場所を甲に報告するものとし、当該作業場所以外で本業務を行って

はならない。また、甲が指定する場所又は当該作業場所以外に個人情報が記録された資料等を

持ち出してはならない。 

（複写及び複製の禁止） 
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第１２ 乙は、甲の指示又は承諾があるときを除き、本業務を行うために甲から提供を受け、又

は自ら取得した個人情報が記録された資料等を複写し、又は複製してはならない。 

（資料等の返還等） 

第１３ 乙は､本業務を行うために甲から提供を受け、又は自ら取得した個人情報が記録された

資料等を本協定の期間満了後又は本協定の解除後、直ちに甲に返還し、又は引き渡すものとす

る。ただし、甲が別に指示したときは、この限りでない。 

（取扱状況の報告及び調査） 

第１４ 甲は、必要があると認めるときは、乙又は再委託等の相手方に対して、本業務を処理す

るために取り扱う個人情報の取扱状況を報告させ、又は調査を行うことができる。 

（事故発生時における報告等） 

第１５ 乙は、本業務に関し個人情報の漏えい、滅失、毀損その他の個人情報の安全の確保に係

る事態及び本協定に違反する事態が生じ、又は生ずるおそれがある場合（再委託等の相手方に

より発生し、又は発生したおそれがある場合を含む。）は、直ちに甲に報告し、甲の指示に従

うものとする。本協定の期間満了後､又は本協定の解除後においても同様とする。これらの場

合において、乙は、甲から立入検査の実施を求められたときは、これに応ずるものとする。 

（指定の取消し等） 

第１６ 甲は、乙が本特記事項に定める義務を履行しない場合又は法令に違反した場合には、そ

の指定を取り消し、又は期間を定めて本業務の全部若しくは一部の停止を命ずることができ

る。 

（損害賠償） 

第１７ 本業務の処理に関し、個人情報の取扱いにより発生した損害（第三者に及ぼした損害を

含む。）のために生じた経費は、乙が負担するものとする。 

（開示等の求めに応ずる義務） 

第１８ 乙は、その保有する個人情報について、個人情報の本人から開示、訂正又は利用停止を

求められた場合は、甲が行う個人情報の取扱いの例により、これに応ずるものとする。 
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別紙４ 

広島市の事務事業から暴力団を排除するための事務処理方針(指定管理者関係分抜粋) 

 

１ 目的 

この事務処理方針は、広島市暴力団排除条例第６条及び第７条の規定を円滑に運用するた

め、本市が実施する事務又は事業が暴力団の活動を助長し、又は暴力団を利することになら

ないよう、本市が講じる暴力団排除の措置について、その取扱いを定めるものである。 

２ 定義 

⑴ 暴力団 

暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。以下「法」

という。）第２条第２号に規定する暴力団をいう。 

⑵ 暴力団員 

法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。 

⑶ 県公安委員会公表者 

暴力団への利益供与を行ったことなどにより、広島県暴力団排除条例（平成２２年広島

県条例第３７号）第１９条第３項の規定による公表が現に行われている者をいう。 

広島市暴力団排除条例においては、暴力団員及び県公安委員会公表者を「暴力団員等」

と定義している。 

⑷ 暴力団密接関係者 

次のいずれかに該当する者をいう。（実際の排除時の認定については、広島県警察本部（以

下「警察本部」という。）との個別協議を要する。） 

ア その行うべき事業の経営若しくは運営を暴力団若しくは暴力団員等（暴力団員及び県

公安委員会公表者をいう。以下この項目において同じ。）に行わせ、経営上若しくは運営

上の重要事項の決定に暴力団若しくは暴力団員等を関与させ、又は暴力団員等を役員若

しくは店舗、工場その他の事業所を代表する使用人としている事業者 

イ 暴力団が勢力を誇示するために行う活動若しくは暴力団に特有の行事に参加し、又は

これらの活動若しくは行事の開催を支援するなど、積極的に暴力団の維持若しくは運営

に協力し、又は関与することとなる行為をしている者（事業者を含む） 

ウ 暴力団員とゴルフ、飲食（生活上必要な日常の食事を除く。）、旅行その他の遊興をし

ばしば共にし、又は暴力団若しくは暴力団員と社会通念上形式的又は儀礼的なものと認

められる限度を超えた贈答を行うなど、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき

関係を有している者（事業者を含む） 

  エ 情を知って、上記アからウまでの者を利用している者（事業者を含む） 

 オ 情を知って、上記アからウまでの者に資金等を供給し、又は便宜を供与している者（事

業者を含む） 

⑸ 排除対象者 

原則、前記(1)～(4)に該当するものをいう。（ただし、前記⑷の暴力団密接関係者を排除

対象者とするかどうか等については、事務事業の内容に応じて判断するものとする。） 

⑹ 事務事業 

原則として本市が実施する全ての事務又は事業をいう。 

⑺ 暴力団の活動を助長し、又は暴力団を利する 

    事務事業を通じて暴力団にとって有益となる行為を行うことにより、暴力団の組織の維

持・拡大に資することをいう。 

３ 暴力団排除の基本的な考え方 

⑴ 排除の対象となる事務事業 

   暴力団の活動を助長し、又は暴力団を利するおそれのある事務事業とする。 
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⑵ 排除の根拠となる規程等の整備 

   排除の対象となる事務事業については、暴力団の排除の根拠となる条例、規則、要綱、

要領等を個別に整備し、排除の基準を明確にする。 

⑶ 排除の方法 

   排除の対象となる事務事業の相手方が排除対象者である場合、あるいは、事務事業によ

り暴力団の活動を助長し、又は暴力団を利することとなると認められる場合には、契約、

許認可、補助金等の交付、公の施設の指定管理者の指定又は使用の許可等の事務事業にお

いて、その相手方としない等必要な措置を講じる。 

⑷ 排除の例外 

   事務事業のうち、次に掲げるものについては、排除措置を行わないことができる。 

ア 事務事業の内容から暴力団の活動を助長し、又は暴力団を利するものとならないもの。 

(ア) 事務事業の相手方が公益的法人等、公共的団体等、公益事業者など、排除の対象と

して確認を行う必要のない団体等（後記(5)参照）に限定されているため、暴力団が関

与する可能性がないもの。 

(イ) その他、事務事業の内容から暴力団が関与する可能性がないもの。 

イ 法令等に基づく許認可、登録などの事務で、要件や欠格事由が明確に限定されており、

本市の裁量により排除対象者であることを理由に排除ができないもの。（食品衛生法に基

づく営業許可等） 

ウ 排除措置の内容にかかわらず、措置を行うこと自体が、事務事業の目的、趣旨を大幅

に逸脱するもの又は基本的人権を侵害すると判断されるもの。（各種奨学金制度、医療費

助成等） 

エ その他、災害時等緊急を要する場合に排除措置を行うことにより事務事業が遅延し、

市民生活に支障をきたすなど、排除措置を行うことが適当でないもの。 

⑸ 排除の対象として確認を行う必要のない団体等 

次に掲げる団体等については、暴力団の活動を助長し、又は暴力団を利することがない

と考えられることから、警察本部への照会等排除の対象としての確認は行わないものとする。 

ア 国及び地方公共団体 

イ 特殊法人、認可法人、特別民間法人、独立行政法人及び地方独立行政法人 

ウ 公益的法人等への一般職の地方公務員の派遣等に関する法律の規定により地方公共団

体が条例で定める公益的法人等 

エ 国又は地方公共団体が構成員となっている実行委員会、協議会等の団体 

オ 農業協同組合、商工会、社会福祉協議会、青年団等の公共的団体等 

カ 電気事業者、ガス事業者等の公益事業者 

キ 町内会、自治会等の地縁団体、子ども会、老人会等の特定の目的をもって地域で組織

される団体、又はその連合会など、その団体の活動内容等により暴力団の活動を助長し、

又は暴力団を利するおそれのない団体 

ク その他、本市がその団体の活動内容等を詳細に把握しており、暴力団の活動を助長し、

又は暴力団を利するおそれがないことが明らかな団体 

⑹ 国の法令等に基づく排除措置 

   本市の裁量が及ばない法定受託事務等で、国の法令等に基づき暴力団の排除措置を講じ

る事務事業については、この事務処理方針によらず、当該法令等により排除措置を講じる

ものとする。（産業廃棄物処理業からの暴力団排除、暴力団員に対する生活保護の適用等） 

４ 具体的な作業手順 

⑴ 関係規程等の整備 

各所属において、前記３「暴力団排除の基本的な考え方」に基づき、所管する事務事業

に係る規程や関係様式等の改正等の必要性について確認し、必要なものについては下記の
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手順を参考として規程等の整備を行う。 

  ア 排除規程（規則、要綱等）の整備 

(ア) 入札時、許認可等申請時（事前）における排除条項の整備 

○ 事務事業の相手方から暴力団、暴力団員、県公安委員会公表者及び暴力団密接関

係者を排除する条項を整備する場合 

【規定例１－（１）】 

次に掲げる者は○○としない。 

１ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第

２条第２号に規定する暴力団（以下「暴力団」という。）又は同条第６号に規定す

る暴力団員（以下「暴力団員」という。） 

２ 広島県暴力団排除条例（平成２２年広島県条例第３７号）第１９条第３項の規

定による公表が現に行われている者 

３ 暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する者 

 

【規定例１－（２）】 

次に掲げる者は○○できない。 

１ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第

２条第２号に規定する暴力団（以下「暴力団」という。）又は同条第６号に規定す

る暴力団員（以下「暴力団員」という。） 

２ 広島県暴力団排除条例（平成２２年広島県条例第３７号）第１９条第３項の規

定による公表が現に行われている者 

３ 次のいずれかに該当する者 

(1) その行うべき事業の経営若しくは運営を暴力団若しくは暴力団員等（暴力団

員及び上記２の規定による者をいう。以下同じ。）に行わせ、経営上若しくは運

営上の重要事項の決定に暴力団若しくは暴力団員等を関与させ、又は暴力団員

等を役員若しくは店舗、工場その他の事業所を代表する使用人としている事業

者 

(2) 暴力団が勢力を誇示するために行う活動若しくは暴力団に特有の行事に参加

し、又はこれらの活動若しくは行事の開催を支援するなど、積極的に暴力団の

維持若しくは運営に協力し、又は関与することとなる行為をしている者 

(3) 暴力団員とゴルフ、飲食（生活上必要な日常の食事を除く。）、旅行その他の

遊興をしばしば共にし、又は暴力団若しくは暴力団員と社会通念上形式的又は

儀礼的なものと認められる限度を超えた贈答を行うなど、暴力団又は暴力団員

と社会的に非難されるべき関係を有している者 

(4) 情を知って、上記(1)から(3)までの者を利用している者 

(5) 情を知って、上記(1)から(3)までの者に資金等を提供し、又は便宜を供与し

ている者 

○ 許可・承認等が暴力団の利益になる（又はそのおそれがある）と認められることを

排除する条項を整備する場合 

【規定例２】 

 次のいずれかに該当するときは○○する（しない）ことができる。 

１ 暴力団の利益になり、又はそのおそれがあると認められるとき。 

(イ) 契約締結後、許認可等決定後（事後）における排除条項の整備 

   ・ 契約締結後や許認可等決定後に、暴力団、暴力団員、県公安委員会公表者又は暴力

団密接関係者であることが判明した場合、又は暴力団の利益になり若しくはそのおそ
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れがあると認められた場合に、契約の解除、許認可等の取消や補助金等の返還をさせ

ることができる旨の規定を整備する。 

   ・ 事務事業からの排除を逃れるため、暴力団員、県公安委員会公表者又は暴力団密接

関係者であることを隠ぺいするなど、虚偽の申請等を行った場合は取消しや解除、解

約等ができる規定を整備する。 

・ 事業の内容に応じて、違約利息、損害賠償等の規定を追加する。 

イ 関係様式等の改正等 

暴力団排除のための関係様式等の改正については、次のようなものが考えられること

から、必要に応じた改正等を行うものとする。 

(ア) 警察に照会するための情報の収集等 

暴力団員、県公安委員会公表者又は暴力団密接関係者の該当性について警察に照

会を行う場合には、相手方の「氏名」、「読み仮名」、「生年月日」が必要となること

から、それらの情報を収集するための申請書等の改正を行う。 

・ 申請者等が個人の場合は、「氏名」、「読み仮名」、「生年月日」がわかるように申

請書等の様式を改正する。 

・ 申請者等が法人の場合には、必要に応じて、役員（業務を執行する社員、取締役、

執行役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者

であるかを問わず、法人に対して業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれら

に準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められる者を含む。）の「役職名」、

「氏名」、「読み仮名」、「生年月日」を記入した役員名簿を添付するよう規程等を改

正する。 

    ・ 法人以外の団体等の申請の場合も同様とする。 

    ・ 警察等に照会する旨を申請書等に記載し、相手方の同意を得る。 

【記載例】 

○○を承諾のうえ、次のとおり申請します。また、この申請

書の内容について、暴力団排除のため、関係する官公庁へ照会

する場合があることに同意します。 

     【留意点】 

      申請書等への生年月日の記入は、個人情報の利用目的を明確にしたうえでないと

トラブルの元になるおそれがあることから、警察等への照会の同意を得るなど、そ

の利用目的を相手方に周知する必要がある。 

   (イ) 事前確認欄の整備 

      申請等を行う際に、申請等を行おうとする者が自ら「不承認事由」を確認すること

ができるよう、申請書等にチェック欄を設ける。 

【記載例】 

 （チェック欄）  

  □ 暴力団員又は暴力団関係者ではありません。 

  □ 暴力団の利益になる○○ではありません。 

(ウ) 誓約書等の作成 

     従来の申請書に加え、暴力団員等でないこと、暴力団の利益になるものでないこと

などの誓約書を新たに作成する。 

  ウ 警察への規程等の送付 

   暴力団の排除措置を講じている関係規程等は、市民局市民安全推進課を経由して警察

本部に送付する。 

また、関係規程等の改正を行った場合も同様とする。 
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 (2) 事務事業の相手方への周知 

   所管する事務事業について、暴力団排除の根拠となる関係規程等の改正を行った場合は、

速やかに改正の趣旨及び改正内容を事務事業の相手方又は相手方になろうとする者に対し

て周知するよう努めるものとする。 

５ 具体的な排除方法及び警察本部への照会の基準等 

 ⑴～⑸ （略） 

⑹ 公の施設の使用の許可等に係る事務 

  ア 排除の対象 

    暴力団の活動を助長し、又は暴力団を利することになる使用（相手方が暴力団員等で

あることの該当性により判断するのではなく、使用目的や内容で判断する。） 

【排除の対象となる使用の例】 

１ 暴力団の威力誇示や組織維持につながるもの 

 ○ 会議室を使用した襲名披露式、出所祝 

 ○ 会議室を使用した結婚披露宴（威力誇示や組織維持につながるものに限る） 

 ○ ホールを使用した組織拡大に資する講演会 

２ 暴力団の資金源につながるもの 

（施設を使用して得た収益金が暴力団の資金源になるものに限る） 

○ ホールを使用したコンサート 

○ 体育館を使用した格闘技大会 

 ○ ロビーやギャラリーを使用した倒産品市 

 ○ 公園や公共広場等を使用したイベント（露店の出店を含む） 

イ 警察本部への確認の基準等 

   (ア) 確認の基準 

公の施設の使用等の申請（予約）時の使用目的・内容、相手方の言動等により、排

除対象となる使用の疑いがある場合（市民安全推進課と協議し、その必要があると判

断した場合に限る） 

(イ) 外部からの通報時の処理基準 

外部からの情報提供等により、排除対象となる使用である疑いが生じた場合は、市

民安全推進課と協議のうえ、必要に応じて警察本部に確認する。 

  ウ 具体的な排除方法等 

(ア) 申請（予約）時の警察本部への確認により排除対象となる使用であると判明した場

合は、不許可・不承認とする。（申請と同時に許可を与えるものなど、既に許可等を行

っているものについては、許可の取り消し等を行う。） 

(イ) 許可等の決定後、外部からの情報提供等に基づく警察本部への確認により、又は警

察本部からの通報により排除対象となる使用であることが判明した場合は、既にした

許可等を取り消すとともに、使用料に係る清算等必要な措置を講じる。 

エ 申請窓口における周知等 

  (ア) 暴力団の活動を助長し、又は暴力団を利することになる使用を排除するため、「暴

力団の利益となる使用は不許可とする。」「使用許可の決定にあたり、警察と協議する

場合がある。」ことを申請窓口等で周知するとともに、このことに承諾を得るために「使

用申請書」等の様式を見直すものとする。（必要に応じて「利用規約」「利用の手引き」

等の改正を行う。） 

     ※ 前記４「具体的な作業手順」の「(1)関係規程等の整備」を参照 

(イ) 暴力団への対応は、個人ではなく組織として対応する必要があることから、施設毎

の実情を踏まえた対応マニュアルを策定するとともに、定期的な職員研修を実施する

ものとする。 
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 ⑺ （略） 

６ 警察本部への照会等 

（略） 

７ 広島県暴力団排除条例第１９条第３項の規定による公表について 

  （略） 

８ 収集した情報の適正な管理 

暴力団排除に係る相手方の「氏名」、「読み仮名」、「生年月日」の情報の収集、警察本部に

対するそれらの情報の提供は、本市が実施する事務又は事業が暴力団の活動を助長し、又は

暴力団を利することにならないよう、本市が必要な措置を講じるためのものであり、それ以

外の目的で利用又は提供してはならない。 

９ その他 

  （略） 

  附 則 

この事務処理方針は、広島市暴力団排除条例の施行の日から施行する。 

附 則 

この事務処理方針は、平成３１年３月２０日から施行する。 

附 則 

この事務処理方針は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則 

この事務処理方針は、令和４年４月１日から施行する。 

（別添）（略） 
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別紙６ 

 
リスク（不可抗力によるものを除く。）分担一覧表 

 

リスク区分 リスクの内容 
負担者 

補足説明 
甲 乙 

共

通

事

項 

制度関連

リスク 

法制度

リスク 
法制度の新設・変更に伴うもの 

施設等の新設又は改築 ○   

管理基準の変更による管

理コストの増加 
○ △ 

基本的には甲が負

担するが、乙の管理

業務の簡易な見直

しで対応できる場

合は、乙が行う。 

上記以外  ○  

許認可取

得リスク 

上記に伴う新たな許認可等の

取得 

施設等の設置に伴うもの ○   

上記以外  ○  

税制度

リスク 
税制度の新設・変更に伴うもの 

管理経費に直接的に影響

を及ぼすもの（消費税等） 
○ △ 

基本的には甲が負

担するが、乙の管理

業務の簡易な見直

しで対応できる場

合は、乙が行う。 

上記以外（法人税，固定

資産税等） 
 ○  

社会リ

スク 

住民対応

リスク 

想定外の住民運動，訴訟，要望

等 

施設等の設置に係るもの ○   

上記以外 △ ○ 

基本的には乙が対

応するが、甲に報告

し、甲の指示を受け

るものとする。 

環境問題

リスク 

想定外の周辺地域への環境問

題（水量減，水質悪化，騒音，

臭気等） 

施設等の設置の瑕疵に伴

うもの 
○   

上記以外 △ ○ 

基本的には乙が対

応するが、甲に報告

し、甲の指示を受け

るものとする。 

上記リスクに伴う管理業

務の中断・中止リスク 

甲の責めによるもの（甲の債務不履行等） ○   

上記以外  ○  

需要リスク 利用者の減少等による収入減 

施設改修等の休館、閉館

による利用者の減少 
○   

上記以外  ○  
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リスク区分 リスクの内容 
負担者 

補足説明 
甲 乙 

維

持

管

理

業

務 

運営開始遅延リ

スク 
管理業務開始の遅延 

甲の規定整備等の遅延に

伴うもの 
○   

乙の規定整備等の遅延に

伴うもの 
 ○  

運転資金確保，準備等の

遅延に伴うもの 
 ○  

施設瑕疵リスク 施設等の設置瑕疵に伴うもの ○   

維持管理コストリスク 維持管理コストの増大・減少 

業務仕様内容の変更に伴

うもの 
○   

上記以外（物価・金利、

需要の変動等） 
 ○  

施設等損傷リスク 事故・火災等によるもの（甲の責めによるものを除く。） △ ○ 

基本的には乙が対

応するが、建物の火

災保険の加入は甲

が行う。 

物品更新リスク 物品の更新 
甲の設置した備品 ○   

上記以外  ○  

修繕費リスク 
大規模修繕 ○  

基本的には甲の負

担とするが、乙によ

る修繕も認める。大

規模修繕は費用が

１件あたり１００

万円以上のものと

し、これに該当する

か否かは、個別に甲

が決定する。 

小規模修繕  ○  

そ

の

他

業

務 

来館者リスク 来館者，利用者とのトラブル等  ○  

事故リスク（第三

者賠償） 
来館者の事故等 

甲の施設等の設置瑕疵に

係るもの 
△ ○ 

基本的には乙の加

入する施設賠償責

任保険により対応

するものとする。 

上記以外  ○ 乙は、自己の責任に

おいて、各種保険の

加入等の対策をと

るものとする。 

盗難紛失リスク 現金，物品の盗難，紛失等  ○ 

営業リスク 営業に伴うトラブル，事故等  ○ 

イベントリスク イベントの実施に伴うトラブル，事故等  ○ 

 


